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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第77期
第２四半期
累計期間

第78期
第２四半期
累計期間

第77期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 20,629,36618,850,80442,682,515

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△2,518 8,843 115,190

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△116,624　 6,080　 △53,464

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
8,852 10,853 28,684

資本金（千円） 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数（千株） 6,290 6,290 6,290

純資産額（千円） 1,585,9751,655,5141,662,483

総資産額（千円） 5,386,5615,055,1825,104,166

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失金額（△）

（円）

△18.62 0.97 △8.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 3.00

自己資本比率（％） 29.4 32.7 32.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△303,612△303,299 80,770

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
370,435 18,476 361,626

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△15,795 231,864△425,185

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
391,065 304,289 357,248
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回次
第77期
第２四半期
会計期間

第78期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△21.09 △4.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第78期第２四半期累計期間は潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。また、第77期第２四半期累計期間及び第77期は、１株当たり四半期（当期）純損

失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社１社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

   当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間における我国経済は、新興国を中心とした外需に加え、東日本大震災後の復興需要に支

えられ、景気が徐々に持ち直しつつあります。

水産物流通業界におきましては、需要面における消費者の低価格志向と節約志向の継続並びに供給面における

被災地からの水産物の出荷の減少等により、大変厳しい状況となりました。

この様な状況におきまして、当社は顧客ニーズにあった商品の提供に努めましたが、売上高は販売数量の減少

により、18,850百万円（前年同期比8.6％減）と減収になりました。

損益につきましては、売上高減少による売上総利益の減少はありましたが、売上総利益率の改善と諸経費の削

減により、営業損益は営業損失49百万円（前年同期　営業損失75百万円）と損失が減少し、経常損益は経常利益8

百万円（前年同期　経常損失2百万円）と黒字化しました。

また、最終損益は繰延税金資産の取崩しがなくなったことにより、四半期純利益6百万円（前年同期　四半期純

損失116百万円）と黒字化しました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが支出超過となっ

たことにより、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローが収入超過となりま

したが、前事業年度末に比べ52百万円減少し、304百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　主として仕入債務の減少並びにたな卸資産の増加により、303百万円の支出超過（前年同期　303百万円の支出超

過）になりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　主として長期貸付金の回収により、18百万円の収入超過（前年同期　370百万円の収入超過）になりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　主として短期借入金の増加により、231百万円の収入超過（前年同期　15百万円の支出超過）になりました。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数1,000株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 6,290,000 － 829,100 － 648,925
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本水産㈱ 東京都千代田区大手町2-6-2 1,238 19.7

㈱横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 308 4.9

横浜冷凍㈱ 横浜市神奈川区守屋町1-1-7 194 3.1

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝3-33-1 194 3.1

㈱マルハニチロ水産 東京都江東区豊洲3-2-20 192 3.1

横浜魚類従業員持株会 横浜市神奈川区山内町１横浜魚類㈱内 150 2.4

東洋水産㈱ 東京都港区港南2-13-40 123 2.0

中央魚類㈱ 東京都中央区築地5-2-1 100 1.6

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町2-11-3 99 1.6

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町1-13-1 70 1.1

計 － 2,670 42.5

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式28,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式6,216,000 6,216 －

単元未満株式 普通株式46,000 － －

発行済株式総数  　　6,290,000 － －

総株主の議決権 － 6,216 －

　

②【自己株式等】

 

 平成23年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内

町１番地
28,000 － 28,000 0.45

計 － 28,000 － 28,000 0.45

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　     0.77％

売上高基準　　　     0.60％

利益基準　　　　   △0.70％

利益剰余金基準　     1.66％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 357,248 304,289

受取手形及び売掛金 2,521,157 2,519,083

有価証券 9,002 －

商品 914,548 1,034,111

前払費用 4,866 8,415

繰延税金資産 50,875 50,195

未収還付法人税等 66,881 －

その他 35,200 38,881

貸倒引当金 △167,305 △168,495

流動資産合計 3,792,473 3,786,482

固定資産

有形固定資産 685,946 657,926

無形固定資産 20,521 18,466

投資その他の資産

投資有価証券 318,335 324,406

関係会社株式 86,380 86,380

破産更生債権等 464,194 486,725

その他 123,883 106,832

貸倒引当金 △387,567 △412,036

投資その他の資産合計 605,225 592,307

固定資産合計 1,311,692 1,268,700

資産合計 5,104,166 5,055,182
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,482,293 1,229,685

短期借入金 610,000 870,000

1年内返済予定の長期借入金 17,990 15,890

未払法人税等 9,817 6,410

賞与引当金 14,576 11,187

その他 210,950 231,718

流動負債合計 2,345,627 2,364,891

固定負債

長期借入金 27,245 20,250

退職給付引当金 607,153 607,625

役員退職慰労引当金 15,375 8,250

負ののれん 276,574 224,716

長期預り保証金 168,228 172,338

繰延税金負債 1,479 1,596

固定負債合計 1,096,055 1,034,776

負債合計 3,441,682 3,399,667

純資産の部

株主資本

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 194,480 181,773

自己株式 △10,755 △10,982

株主資本合計 1,661,750 1,648,816

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 733 6,698

評価・換算差額等合計 733 6,698

純資産合計 1,662,483 1,655,514

負債純資産合計 5,104,166 5,055,182
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 20,629,366 18,850,804

売上原価 19,622,257 17,915,171

売上総利益 1,007,109 935,632

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 48,518 44,302

出荷奨励金 22,146 18,234

完納奨励金 45,291 40,873

運賃及び荷造費 186,680 170,631

保管費 74,396 70,568

役員報酬 21,162 22,140

従業員給料及び手当 376,978 353,557

賞与引当金繰入額 21,953 21,535

退職給付費用 15,397 16,815

役員退職慰労金 － 2,875

福利厚生費 89,072 84,576

賃借料 43,206 43,165

租税公課 7,005 6,638

減価償却費 24,032 20,966

貸倒引当金繰入額 2,071 56

その他の経費 104,444 68,582

販売費及び一般管理費合計 1,082,359 985,517

営業損失（△） △75,250 △49,885

営業外収益

受取利息 1,075 1,320

受取配当金 9,209 7,686

受取賃貸料 31,883 26,383

負ののれん償却額 51,857 51,857

雑収入 2,120 573

営業外収益合計 96,146 87,820

営業外費用

支払利息 6,607 4,403

賃貸費用 16,806 24,679

雑損失 0 9

営業外費用合計 23,414 29,092

経常利益又は経常損失（△） △2,518 8,843
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

特別利益

投資有価証券売却益 275,936 －

特別利益合計 275,936 －

特別損失

固定資産売却損 － 426

固定資産除却損 231 101

投資有価証券売却損 0 －

特別損失合計 231 527

税引前四半期純利益 273,186 8,315

法人税、住民税及び事業税 2,895 1,555

法人税等調整額 386,915 680

法人税等合計 389,810 2,235

四半期純利益又は四半期純損失（△） △116,624 6,080
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 273,186 8,315

減価償却費 37,204 32,952

退職給付引当金の増減額（△は減少） △49,216 472

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △7,125

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,371 △3,389

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,242 25,658

受取利息及び受取配当金 △10,284 △9,006

支払利息 6,607 4,403

負ののれん償却額 △51,857 △51,857

有形固定資産売却損益（△は益） － 426

固定資産除却損 231 101

投資有価証券売却損益（△は益） △275,936 －

売上債権の増減額（△は増加） 172,038 2,073

破産更生債権等の増減額（△は増加） 18,260 △22,531

たな卸資産の増減額（△は増加） △93,403 △119,563

差入保証金の増減額（△は増加） － 7,004

仕入債務の増減額（△は減少） △199,945 △252,608

未払金の増減額（△は減少） △31,098 17,854

未払消費税等の増減額（△は減少） △16,692 △3,743

その他の流動資産の増減額（△は増加） △63,301 57,918

その他の流動負債の増減額（△は減少） 8,227 5,912

その他 △13,776 4,216

小計 △301,369 △302,514

利息及び配当金の受取額 10,311 9,019

利息の支払額 △6,765 △5,354

法人税等の支払額 △5,790 △4,450

営業活動によるキャッシュ・フロー △303,612 △303,299

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 － 9,002

有形固定資産の取得による支出 △3,771 △2,978

投資有価証券の売却による収入 366,546 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） 136 31

長期貸付金の回収による収入 7,204 12,669

その他 320 △246

投資活動によるキャッシュ・フロー 370,435 18,476

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 260,000

長期借入金の返済による支出 △46,995 △9,095

自己株式の取得による支出 △32 △226

配当金の支払額 △18,768 △18,813

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,795 231,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 51,028 △52,959

現金及び現金同等物の期首残高 340,037 357,248

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 391,065

※
 304,289
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【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 391,065千円

現金及び現金同等物 391,065

　

現金及び預金勘定 304,289千円

現金及び現金同等物 304,289

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月28日

定時株主総会
普通株式 18,792 3.0 平成22年３月31日 平成22年６月29日利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 18,787 3.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成23年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成23年９月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 79,380 79,380

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 326,739 335,398

 
前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 8,852 10,853

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成23年

４月１日　至平成23年９月30日）　

当社は、水産物卸売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額（△） △18円62銭 0円97銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△116,624 6,080

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

金額（△）（千円）
△116,624 6,080

普通株式の期中平均株式数（株） 6,264,187 6,262,349

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。ま　　　

　　　た、前第２四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月14日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 古杉　裕亮　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第78期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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